資料２－１（要望書見本）

2018年　月　日
［衆議院・参議院］議員　○　○　○　○　先生
○○○福祉士会　会長　○○○○
○○○精神保健福祉士協会　会長　○○○○
○○○医療ソーシャルワーカー協会　会長　○○○○
○○○ソーシャルワーカー協会　会長　○○○○
生活保護基準額の引き下げに係る影響緩和への取り組みについて（お願い）
時下ますますご清祥のこととお慶び申しあげます。
日頃より、社会福祉の発展充実にご尽力いただいておりますことに厚くお礼を申しあげます。
さて、昨年12月、厚生労働省では、前回の生活保護基準の段階的引き下げに引き続き、来年度から生活扶助基準本体や母子加算を大幅に引き下げる方針を示しました。
生活保護基準額の引き下げが行われますと、生活保護利用者の生活水準が著しく低下するのではないか、ひいては生活保護利用者の自立を支えている教育・労働・福祉・介護・医療が経済的事情から利用しにくくなるのではないかなど、重大な影響が懸念されます。

つきましては、日本国憲法第25条の理念が空洞化することのないよう、下記の点についてご対応くださいますよう、何卒よろしくお願い申しあげます。
ご不明な点等ございましたら、事務局までお問い合わせいただければ幸いです。
記

１．生活保護世帯の生活が「健康で文化的な水準」を下回ることのないよう、３年後の生活保護基準改定において、生活実態を十分に把握した生活保護基準を設定するよう、政府に意見等してください。
以上
【問い合わせ】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※窓口となる団体事務局の連絡先を記載してください。
